
生活保護制度における子ども手当に係る収入認定について

現行

子ども手当を収入認定する場合

母子世帯（42歳、10歳、8歳） 1級地－1（東京都区部等）、住宅扶助月額約5万円（実績平均）、就労収入月額8万円（実績平均）とした場合

収入認定額

勤労控除
（2万円）

児童養育加算
（1万円）

児童手当
（1万円）

子ども手当
（1.3万円×子2人＝2.6万円）

28万円

保護基準（25万円）

保護費支給額（14万円）児童扶養手当
（5万円）

就労収入
（6万円）

収入認定額

新たな加算
（α万円）

27+α万円

保護基準（25万円）

保護費支給額（11.4+α万円）児童扶養手当
（5万円）

就労収入
（6万円）

勤労控除
（2万円）

平成22年4月以降

26万円

25+α万円

仮にαが子ども手当と同額（2.6万円）とすれば、
29.6万円となり、子ども手当の恩恵が生活保護
世帯にも及ぶ。

＋1.6万円・子ども手当（2.6万円＝1.3万円×2人）
の支給
・児童手当（1万円＝5000円×2人）の
廃止

29.6万円
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